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戦略的ゆらぎプロセスによる企業進化と価値創造
1. 企業進化とゆらぎ
佐藤直紀
清家彰敏
市場に対して，その企業にのみ可能な価値を提案し続けること，それがその
企業の存在意義であり存続条件である。新しい価値創造は常に新しい土壌から
生まれてくる。同じ土壌からの成功は一度だけである。新しい肥沃な土壌を準
備するために，企業は進化していく必要があるのである。新しい価値をもった
ユニークな商品を開発し続ける企業の多くが企業自身も進化しつづける企業で
もあるのはこの理由による。
進化してゆく企業は“異質”のとりこみを巧みに行っている企業である。
“異質”を取り込むことで自らゆらぎを発生させ，企業組織，企業文化を変革・
刷新してゆく企業群である。 “異質”なるものは企業にとっての外界である場
合もあれば，企業内部に発生するもの同士の関係にも存在する。企業間提携の
ように企業問の出会いもあれば企業内の異質な技術開の出会いなど企業組織
内部に起きる“異質”間の出会いもある。
異質の取り込みが重要であるのは，企業をとりまく環境が常に，劇的な速さ
で変化しており，昨日の成功体験が明日の勝ちパターンにならないためである
（図 1 ）。成功した企業が次第に硬直化するプロセスが下記（ 1 ）の流れのよう
に， “過去の成功が伝説化”してしまうのに対して，進化しながら成功を続け
る企業は（ 2 ）のサイクルを回し続けている。
育成功（環境とのフィット）→常識化→伝説化→硬直化 (1) 
肯軸のずれの認知・予測→ゆらぎ→学習・構築→創造→軸のずれ認知・予測 (2) 
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図 1 企業の硬直化プロセスと進化プロセス 図 2 戦略的ゆらぎのプロセス
企業の創造的な活動はこのプロセスの中で実現されるケースが多い（図 2 ）。
この（ 2 ）のプロセスをここでは“戦略的ゆらぎのプロセス”と名付けること
にする。 “ゆらぐ”ことは不確実な未来に対してもっとも速く確実に解を見つ
ける方法である。これは数学のモンテカルロ法（乱数の発生により漸次，近似
解を探してゆく方法）のアナロジーでも理解できる。 “ゆらぐ”ことによって
早く“安定化”できるのである。更に，後述のように，すぐれた戦略性によっ
て“ゆらぎ”を作り出している企業は 急加速するシステムを併せ持っている
点も興味深い。ゆらいだ分の非効率性を，充分に補う仕組みがある。
これからの日本企業が健全に進化してゆくには かつての日本企業にあった
“マネジメントの隙聞に発生したゆらぎ”ではなく意図されたゆらぎ， “戦略
の中に明確に位置づけられた「戦略的なゆらぎ」”が重要である。
本研究は，企業進化に必要条件である“戦略的ゆらぎのプロセス”について
考察したものである。
2. 戦略的ゆらぎとは何か
(1) 組織の中のゆらぎに関するこれまでの考え方
これまでにも本論文でいう“戦略的ゆらぎ”に類する概念は多く議論されて
きた。 1970年代前半にコーエンらは大学の学長らの意思決定様式を元に“ごみ
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箱モデル”を提唱した I ）。また野中は企業が危機に瀕した際に発生する組織の
ゆらぎやカオスが組織構成員の本質的な思考の出発点となることを示唆してい
る。更に意図的に創り出されるカオスやゆらぎについて，それらが日本企業の
トップマネジメントの陵味さ／解釈の多様性を残したビジョン，及び社員の危
機感喚起による積極的なリーダーシップの方法として認識されていることを説
明している 2）。また企業が実現したい夢と現実の経営資源との聞に意識的にギ、ヤツ
プを創り出す“ストレッチ”は組織に意図的な不整合を創り出す戦略である 3)0 
この手法は夢と現実のギャップの認識に基づいて組織内にゆらぎを発生させる
ものである。適切な幅のギャップは組織の再編，戦略・戦術の組み直しを自覚
的に進めることを促す。
また野中は“ゆらぎ”の重要性について，対談のなかで次のように述べてい
る 4）。「ゆらぎを意図的に組織の中につくる，ある種の混沌ですね。非常にチャ
レンジングな，現状との矛盾を感じ，変革せざるを得ないような価値の創造と
提案。中略。組織に絶えず新しい視点転換，ゆらぎが起こらざるを得ないよう
な技術とかマーケットとか商品とかを開拓する…ということが重要です。そう
いう企業では組織自体にもリーダーにも絶えずゆらぎがあります。組織の中で
意思決定のパターンをこれしかないと固定していない。このようなゆらぎは効
率万能の組織では拒絶されますねD 中略。しかしこれからは，そういうゆらぎ
を起こすことこそが，視点を固定化させない，極めて重要なポイントであると
いう発想ですね。」
デーピス・ローレンスは「マトリクスオーガニゼーション（Matrix Orgaｭ
nization) J を「ワンマン／ワンボスの原則 命令一元化の原則を放棄しトゥー
ボス，あるいは多元的命令系統に切り替えた組織」と定義したが，山之内は更
に「企業における経営に戦略的にコントロールされた無秩序状態（経営戦略達
成のための活性化状態）を現出させるための組織的活動である J 「衝突を刺激
とする矛盾を呑み込む組織」としている 5 ）。
これまでの研究のなかで，経営のなかの固定部分 リジッドな部分に対して
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その対極にある非固定部分のことを， “ごみ箱”， “ある種の非合理性”，
“組織的ゆらぎ”， “カオス”， “あいまいさ’＼ “コントロールされた無秩
序状態”， “矛盾”などの言葉で表現している。これらの論点はいずれも，今
後，意図された“戦略的ゆらぎ”を創出することがマネージメントの，特にR
&Dマネージメントの重要な役割であること， “戦略的なゆらぎ”が新しい価
値創造の土壌となることを示唆するものである。
(2）戦略的ゆらぎの概念
戦略的なゆらぎにはさまざまな質のものがあると考えられる。ゆらぎには，
どの軸が変化するかによって時間的，空間的，認識的なものがあると考えられ
る（図 3 ）。時間的なゆらぎは，企業戦略，組織などが時とともに変化してゆ
く（させてゆく） “変選性”であり，大きな組織改革，企業間提携， M&Aな
どがある。また空間的なゆらぎとは異質なものが同時に併存する“多様性”で
あり，適切な場が設定されると相互作用や融合が起きる。事業群や技術群は適
切な“場”の設定によって相互作用し合い新事業 新技術の創造が行われる。
また従来の定義を変える視点のゆらぎ， “多義性”がある。成熟分野と考え
られていた事業に対し，顧客を変える（例： Johnson & Johnson のベビーシャ
ンプー→肌に優しい R V車のヘビーデューティーユーザー→ファミリーア
ウトドアユーザー），技術革新（例：洗剤分野での花王の小型酵素洗剤アタッ
ク）などによってポジショニングを再定義し，従来の考え方を一新するもので
ある（図 4 ）。また自社のコアコンビタンスを柔軟に捉え直して，戦略を組み
直す場合も認識の非固定化，ゆらぎを必要とする。ボーイング社は自社のコア
コンピタンスを飛行機製造という概念から①巨大システムのシステム制御技術，
②共同作業で巨大システムを構築する企業問提携，関係性に関するノウハウと
捉え直した。
またゆらぎを発生させる仕組みからみると，組織に意識的・強制的にゆらぎ
を与えるゆさぶり・かきまぜ（Stirring）と無意識的・自発的なゆらぎを発生・
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Time 
時間的ゆらぎ：“変遷性”
時間的な質の変革
（組織の太改革、企業問提傍）
空間的ゆらぎ：“多棒性”
多様なものが相互作用する場
（技術問、事業問、技術一事業問融合）
認識上のゆらぎー“多義性”
再定義による意識・視点の変化
（事業の再ホシ’ショニンゲ）
図 3 様々な質の”戦略的ゆらぎ”
金のな石木 I 花形
負け犬』 | 問題児
図 4 認識上のゆらぎ”多義性”
（例：ポートフォリオ上での再定義）
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培養 (Incubation）する仕組みの 2 種類に大別することができる。経営行動に
よって全社にゆさぶりをかける組織改革，企業間提携， M&Aなどは Stirring
型である。以下に取り上げるようにその典型的なケースがソニーである。
Stirring 型では時間的ゆらぎ，“変選”から多様性を生み出す場合が多い。一
方，多様な技術を育てるスポンサーシップ制度（事例： NE C の研究テーマの
社内コンペ， 3Mのジェネシスプログラム），人材の多様性を育てる教育シス
テム（事例： 3Mのデュアルラダー）などは incubation 型である。典型的ケー
スは 3Mである。この場合は， “多様さ”がその企業の質的な“変選”を創り
出している。企業のどのレベルからゆらぎが発生しているのかを見ると，経営
戦略，組織・制度，研究技術戦略などから発生する仕組みが見出せる。最も高
いレベルのゆらぎは経営戦略から発生し，例えば自社のコア事業と異質な事業
分野にまたがる融合型の事業ドメインを策定することによって発生する。新し
い戦いの場を指し示すことで新しい事業創造をもたらす。
顧客など外界と積極的な対話を行う企業は，絶えず組織内にゆらぎを発生さ
せている。そのゆらぎの取り込みによって逆に開発時のフォーカスのブレを小
さくし，迅速な開発が可能となる。また組織聞の壁を破る仕組み，或いはそれ
を許容する風土が組織内にあることは組織レベルのゆらぎ発生機構として重要
である。
また研究の現場では，異質な技術開の融合が重要で、ある。普通は思い付かな
い全く異なるものどうしを結び付けることによって多くの創造がなされるとい
う事例には枚挙にいとまが無い。技術融合には後に述べるように“場”の概念
が重要である。更に“場”のもう一つの役割は “知”の蓄積である。市場の
激しい移り変わりに追随しようと技術は動員され，やがて商品の陳腐化と同時
に背後の技術も忘れ去られる運命にある場合が多い。技術開発期間に比べ商品
の寿命の方が短い場合も多い。商品開発と技術開発がぴったりと張り付いてい
る場合には，動員された研究／技術は，その度に無用化してしまう。その非効
率から逃れるには，以下に述べる事例にあるように，技術創造の場で知を磨き，
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表 1 戦略的ゆらぎの種類
I~ Stirring 型 Incubation 型意識的・強制的 無意識的・自発的
ゆらぎの発展形態 変遷性→多様性 多様性→変遷性
経営戦略上のゆらぎ 企業間提携 融合型の事業ドメイン策定
M&A ストレッチ
組織・制度上のゆらぎ 大きな組織改変 クロスファンクショナル組織
多様な人材を育てる人事制度
技術戦略上のゆらぎ 技術提携／共同研究 技術融合を促す“場”
複数技術ー複数事業聞の相互作用
モデル企業 ソニー型 3M型
事業化の際に機敏に商品の開発をサポートし しかし商品の発生消滅とは一定
の距離を置きながら，企業の技術戦略の中で意志的に継続／中止を決定する仕
組みが必要である。
(3）戦略的ゆらぎプロセスの果たす役割
“ゆらぐこと’それ自体は全く目的ではない。 “ゆらぎ”は価値創造，それ
による企業の健全な成長にロジカルに結びついて初めて戦略的といえる。戦略
的なゆらぎのプロセスが企業経営に果たす役割は，一言で言うならば，「組織
に新しい視点をもたらすことによって価値創造の出発点一新しい土壌ーをつく
り出すこと，それによってその企業が独自の価値を顧客に向けて提案すること，
さらには環境の変化に適応して他社に競争優位を保ちながら健全な成長を続け
ること J である。ゆらぐことで，企業は未知の問題に対して最も速く最適な解
を見つける，即ち，逆説的ではあるがゆらぐことで最も速く安定化することが
できるのである口 “ゆらぐ”ことは，短期的なモノサシでは非効率であるが，
長期的なモノサシでは結果的には効率的である。短期的 長期的の定義の境界
は，行動様式を変えなければならないほどの環境変化があるかどうかであるが，
インターネットなどをはじめとするコミュニケーション，通信手段の急激な発
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達によって短期／長期の境は大きく変化しつつある。
以下の事例で，戦略的なゆらぎがどのように企業進化，価値創造，高い収益
性の確保に結びついているか検討する。
3. 戦略的ゆらぎの企業組織への組み込み事例6 ）ー 1 0) 
(1) Stirring 型ゆらぎモデル： S ON Yの事例
( S ON Yの企業進化
ソニーの前身，東京通信工業は井深大と盛田昭夫の両創業者の手によって戦
後の混乱のさなかに生まれた。胸ポケットに入るラジオ（1955年），世界初の
ポータブルテレピ（ 1960年），テープレコーダー (1951年）など，いずれも一
家に一台も夢であった時代にあって 小型化・パーソナル化への強いマインド
は会社設立のごく初期から高かった。また学会誌に発表されたばかりのトラン
ジスターの将来性をいち早く見抜き 数行の学会誌記事をもとにそれを自社生
産するなど，素材からの開発にも積極的で製品群の小型化を支えてきた。
また井深と大学時代からの友人であるNH Kの島茂雄を通じて放送関係の様々
な仕事を請け負い（ 1946年～）， NH K技術研究所と共同で高性能マイクロフォ
ンや立体音響システムの開発（ 1952年）， NH Kに納入するための放送録音用
のテープの開発（ 1956年）を，更にCB S を初めとする海外放送局とも放送用
VT Rの開発を手掛けた。放送，特に音楽関係の最も高レベルな顧客を相手に
することで，各時代において最も高度な画像技術，音響技術を磨くことができ
た。この放送業界とのつながりは，次節で見るようにその後のソニーの発展の
カギである。
1958年に社名を東京通信工業から S ON Y に変更したのは事業のグローパル
化と多角化を見据えてのことである。実際，ソニーは1961年から輸入雑貨（ソ
ニープラザ），旅行代理店（ソニートラベル）など多角化に乗り出す。その中
で最も注目すべき事業は 放送機器製品の納入で繋がりのあった CB S社（レ
コード部門）と 1968年に折半出資で発足させたC BS· ソニーレコード（現ソ
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ニーミュージツタエンターテイメント： S ME ）であろう。この事業は，最後
発ながら開始から 10年で業界トップとなった。更に1989年にはコロンピアピク
チャーズ（現ソニーピクチャーズエンターテイメント： S p E ）を買収，映画
の製作に乗り出した。オーデイオ技術，及び映像技術の高度化にはハードとソ
フトの両輪が重要と考えてスタートさせたこれらの事業は，コンテンツ事業と
いう事業分野への足がかりを築くとともに，ソニーという技術帝国にアミュー
ズメントカルチャーを植え付けた。実際，ソニーで、初めて手掛けるゲーム機プ
レーステーションの開発の際 本社のカルチャーではゲーム事業は育たないと
判断した当時の大賀社長は開発チーム 10人をソニーミュージックへ移し，レコー
ドのカルチャーの中で育てることにした。カルチャーはまさに新しい芽をカル
チベートする土壌であるといえる。
1995年，出井新社長は就任してすぐに“デジタル・ドリーム・キッズ”とい
うソニーの今後の成長方向を示すコンセプトを掲げた。デジタル・ドリーム・
キッズという言葉は，ソニーが営々とやってきたAV事業と，これからソニー
が本格的に取組まなければならないパーソナル・コンピューターを中心とする
I T事業の両ビジネスの融合を示している。もともとデジタル技術には明るく
ないソニーがこの方針を掲げた理由は 放送技術のデジタル化の波にいよいよ
脅威を覚えたからである。ソニーは上述のように放送局用機器には圧倒的な強
さを持ち， 90%以上のシェアを持つ。 1994年以降，アメリカの放送局は映像処
理にコンピューターを積極的に利用し始めた。デジタル技術に関しては他社に
大きな遅れをとっていたソニーは この衝撃によってデジタル化時代に対応す
るための急激な組織・意識の改革に本腰を入れるようになった。いずれこの変
化の波は放送機器のデジタル化のみならず 消費者のA V端末にも影響する。
デジタル回線で繋がったテレビ・ P C·VTR· カメラ一体型端末の端末間，
端末と局との間でネットワーク的な情報の行き来が可能となるであろう。その
ときにはこれまでとは全く違う市場が現れるはずである。デジタルドリームキッ
ズはデジタルが全てのインフラとなるということが前提となっている。 1997年
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に発売したVAI O は，ワープロや計算ソフトを搭載する代わりにデジタルビ
デオから静止画像を取り込むソフトなど， A V というソニーのコア技術での強
みをベースとした脱ビジネス型のP C であり 停滞する P C市場の中でヒット
を続けている。
創業から半世紀の1997年，ソニーは更に多角化戦略としてデジタル衛星放送
会社「 J sky B」への出資を決めたo デジタル放送では画像圧縮などが可能
になり，これまでと桁違いの多チャンネル化が進み，消費者の争奪戦は今の比
ではなくなる。またデジタル放送時代には放送機器，受像機の在り方が大きく
変わり，全く新しい大市場が広がることになる。ソニーはこれまでの放送機器
事業，家庭用のAV機器事業，豊富なコンテンツなど，持てる経営資源の全て
を活かして，次の事業の核，放送事業を展開しようとしている。
②ソニーのゆらぎ解析
前節のようにソニーはトップの経営判断で時代時代に様々な異質要素を取り
込み（変選），その度に事業分野が“多様化”している。図 5 にソニーの進化
とゆらぎのプロセスを示す。ゆらぎの第 1 サイクルは創業～パーソナル家電と
いう分野の創出と成熟までである。この第 1 サイクルでの進化エンジンとなる
“ゆらぎ”は，電子技術に夢を抱くソニー技術者集団と，創業期から自分たち
の顧客であり共同開発者であり時にはライバルであった内外放送局との関わり
である。井深と島の個人的つながりから始った放送局との関わりは，最先端A
V技術に対する顧客の欲求を学びソリューションを用意することで，結果的に
放送機器事業の市場独占，パーソナルAV産業の創出をもたらした。業界用か
ら個人用への技術転換のためにはコストの大幅低減と軽量・小型化が重要であ
るが，そのために素材（トランジスター） ・記録媒体（磁気テープ，カセット）
の開発にも力を注いでいる。
進化の第 2 サイクルは，音楽・映画産業の合弁と買収という“ゆらぎ”によ
り，アミューズメントカルチャーを学び，音楽・映像コンテンツ作成とその流
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図 5 ソニーの企業進化プロセス
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学習・構築
通を新しい事業分野として内部に取り込むサイクルである。この流れは68年頃
から始まるが，初期では音楽を中心とする SM Eの成功は重要である。ソニー
と音楽との関わりは，やはり元をたどれば放送局である。高性能マイクロフォ
ン，記録再生技術を通じて放送局を介した一流音楽家との繋がりはもともとソ
ニーにはあったが，この事業に大きく乗り出す直接のきっかけは，放送機器の
顧客であるアメリカ C B S から合弁事業の申し出があってからである。この第
2 サイクルでソニーはアミューズメントカルチャーを学び後に自社を総合エ
ンターテイメント企業と位置づける下地を作った。
進化の第 3 サイクルを象徴するキーワードはデジタルドリームキッズである。
このデジタル化への意志の背景にも前節で述べたように放送業界との関わりが
ある。放送技術へのデジタル技術のインパクトを最先端で見ることが出来たソ
ニーは自社の軸がデジタル化の波という環境変化からずれ始めていることを見
出した。そこで急激な方向修正の号令をかけたのがデジタルドリームキッズで
ある。このサイクルでは，デジタル化のために，経営トップがAV+I T とい
う新しい融合型事業ドメインを策定することで，社内にストレッチを引き起こ
し“ゆらぎ”を発生させている。異質を外から取り込むのではなく，内部の技
術と人材の多様性を背景にした Incubation 型のゆらぎである。
第 4 のサイクルは始まったばかりの放送事業への進出にはじまる。ソニーは
デジタル放送のインパクトが間もなく自社の全事業分野にも及ぶとして，先の
見えにくい産業分野にも関わらずいちはやく J Sky Bへの出資を決めた。放
送事業は，“総合エンターテイメント企業” “情報の流通企業”としてデジタ
ルネット社会での競争優位を築くために ソニーが取り込んだ“ゆらぎ”であ
る。以上のようにソニーは技術化 ソフト化を交互に繰り返し異質な要素を取
り込みながら変選している。
これらソニーの，進化という側面から見たゆらぎのサイクルに共通してみら
れる重要なゆらぎ因子は放送産業である。時代によって異なる放送分野からの
ゆらぎを，自社のコア事業にぶつけることで多様な事業分野を生み，それらが
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有機的に価値連鎖の体系を形成している。図 6 は進化の軸から見たソニーのバ
リューチェーンである。 A V技術と放送産業との関わりを出発点且つ中心軸と
して，放送機器，家電，記録媒体，音楽・映画コンテンツ，ゲームソフト＆ハー
ド， A V コンピューター，更に放送事業そのものへと価値のチェーンを広げて
いっている。異質の取り込みによる企業の経営資源の変遷が事業の多様さを生
み出し，それらが互いに価値の連鎖を形成するしくみが見て取れる。またソニー・
コンピューターエンタテイメントは1999年 3 月に次世代ゲーム機（プレーステー
ション）の発表を行った。このゲーム機では128Bit 演算処理を行い（東芝と
合弁会社により生産），記録媒体にDVD-RO Mを使用することで，よりリ
アルなグラフイクスと複雑なストーリーを可能にしている。 D VD-ROMの
使用により，いずれはDv D用の映画・音楽コンテンツがゲーム機にも流れる
ことになり，新しい顧客を開拓することになるであろう。図V-6 の図はいす、
れ，バリューチェーンと言うよりバリューネットというべき連結様式になって
いくものと思われる。
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図 6 ソニーの進化とバリューチェーンの構築
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③組織のゆらぎ
1983年に事業部制を導入して，積極的に多角化戦略を進めていたソニーは，
1994年にカンパニー制と呼ばれる分権組織に改革し，市場に迅速に対応できる
開発・販売体制の強化 企業家マインドの向上，収益性の向上，次期経営者の
育成を図った。カンパニー制はソニーの造語と言われるが，事業部制と比べ独
立性のより高い組織制度である。各カンパニーは擬似独立企業としてバランス
シートを持ち，資本の配賦を受けて配当を行う。事業部制が成長・多角化戦略
に適する組織形態であるとすれば カンパニー制はスピード，自律性，収益性
を高めた組織形態である。更に1996年と 1997年には出井社長のもとカンパニー
制の再編を含む大きな組織改革を行っている。その狙いは意思決定のスピード
をより速めること，技術の融合に備えて縦割り組織の弊害を廃すること，そし
てデジタル化に要する新技術の種をまくことである。
各カンパニーに一貫して責任を持たせていた「開発－製造－販売J のシステ
ムを止め，製造のみカンパニー内に留め、開発を本社の「コーポレートラボ部門J,
販売を本社の「国内営業本部」に分離し，全社部門とした。森尾副社長は「 2
年も 3 年もかかる“ソニーらしい”製品の開発はカンパニーには無理。利益を
出すのが目的のカンパニーに“ソニーらしい”製品の開発までというのではカ
ンパニー自体が持たない」としている。また 8 つのカンパニーを 10に再編し，
個々の規模を小さくし さらに部長級の若い人材をプレジデントに抜擢した。
分権化による自立性の向上と同時に 本社の戦略機能を強化し求心力も同時
に向上させる必要が生じる。各カンパニーの利益のみを優先してソニー全体の
利益を損ねてしまうようなことのないようプレジデントたちに全体戦略を討議
する場としてエグゼクテイブボードを設けた。
またA V と I T技術の融合を図るために従来の中央研究所に加えて，技術の
芽を育てるための土壌として 4 つの研究所を新設した。それらは
1 ）開発研究所：次世代ビジネスの核となる新システムや商品の開発
2 ）アーキテクチャ研究所：ソフトやネットワークを含めた I T事業に関わる
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開発
3 ）メディアプロセシング研究所：ハードウェアを支える Ls I ，及びシステ
ム設計
4 ）システムソリューション研究所：インターネット関連技術
さらに“D21 ラボラトリー”という 21世紀の研究テーマに取組む専門機関も設
置した。
これら再編を経て， VAIO, WEG Aなど“ソニーらしい”商品が仕上げ
られていった。
ソニーは全世界で16万人の従業員を抱える巨大企業である。このような大企
業で，求心力を失わせずに“戦略的に”ゆらがせる為には，他にも幾つかの仕
掛けが必要であろう。文化に根ざしていないものは，制度だけを作ってもすぐ
に形骸化してしまう。カンパニー制による分権と自律性の向上は，ゆらぐこと
を邪魔しない Incubation 型の仕掛けの一つであるが，同時にその組織の壁を
破る仕組みがあることも重要である。創業当時からのカルチャーとして根づい
ている社内応募制度社内提案制度もその例であり 新しいアイデイアに対し
て組織の壁を越えて人材が集められるようになっている。また，複数カンパニー
に所属するチームが一つのプロジ、エクトに集まることも珍しくない。総勢200
人の複数カンパニーに所属する開発担当社員が兼務で参加する仮想カンパニー
「ノてイオセンターj は， 1998年に 2 年間の時限組織として設立されたが，その
目的は音響・映像技術，デジタル技術 デザインが融合された新しい商品群を
生みだそうというセンターである。また WEG Aの開発ではディスプレイカ
ンパニー（フルフラット画面）とコンシューマーA V カンパニー（全体セット）
の両カンパニーが，決定からわずか半年で開発した1996年のヒット商品である。
6 月のディスプレーカンパニーのキックオフ会議で プレジデント直轄の最優
先プロジェクトが発足，以来，年末商戦に間に合わせることを目標に各関連部
門のコンカレントエンジニアリングにより開発 見事に目標を達成した。
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ソニーはまた，ビジネスモデルの研究に熱心な企業である。カンパニーの多
くはベンチマーク企業の戦略を研究するマネージャーを置いている。ヨーロッ
パのAB B社も恐らくソニーのベンチマーク企業の一つであると考えられる。
通常の大企業の組織形態は企画，開発，生産，流通，販売の流れに沿ったリニ
アな組織構造であるが，ソニーやヨーロッパの重電・エンジニアリング企業A
BB （アセア・ブラウン・ボベリ）杜は「事業群及び事業支援型構造体」構造
と呼ばれる組織である 1 0 ）。 AB B は1988年にスウェーデンのアセア社とスイ
スのブラウン・ボベリ社が合併して生まれた企業である。 AB B社は，売り上
げ約 5 兆円， 140 ヶ国21万人の従業員を持つ巨大企業であるが，迅速で柔軟な
経営によって圧倒的な強さを持つ世界最大の重電会社である。迅速さの秘訣は，
21万人の従業員を5000のプロフィットセンターに分割し意思決定速度を上げ，
それらの活動支援と活動状況の把握を世界的な情報ネットワーク（個人の非定
型知識情報や各プロフィットセンターの損益情報など）が行っている。また本
社はわずか170人で運営され俊敏かつローコストなオペレーションをしている。
ソニーもプロフィットセンターを1000以上に分割し，本社はその事業を支援す
る構造に変化しつつある口
(2) Incubation 型ゆらぎモデル： 3Mの事例
①3Mの企業進化
3Mはミネソタのスペリオル湖岸の寒村で発見されたコランダム鉱山の採掘・
販売会社として1902年に創業した。しかし採掘されたコランダムは品質が粗悪
であったため事業転換を迫られた。そこで経営陣はアメリカで急速に成長しつ
つある産業にサンドペーパーが必要になると考え 工業用研磨材の製造会社へ
転換した。以来，この研磨材関連の事業は現在に至るまで 3Mの核事業のーっ
となっている。 3Mの創業初期の企業進化は，顧客からのクレームや相談に技
術的に応えようとするプロセスが進化のエンジンとなっている。ここでの“ゆ
らぎ”は顧客の声である。
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3Mらしい最初のヒット商品は“ウェットオアドライ”と名付けられた耐水性
サンドペーパーである。印刷会社を営む男から隣家のガラス研磨工場で削り粉
が舞って困っていると手紙で相談を受けた 3Mが，その相談者（やがて 3Mに
参加し開発を担当するオーキィー）と共同で開発したものである。その要求は
耐水布と酸化アルミ研磨材，そして耐水’性のパインダーを開発することで達成
することができた。また粘着テープ事業の場合，自動車会社の塗装工場を訪れ
た研磨材の品質試験担当者ドルーが，塗装のマスキング時にキチンと付き，剥
がすときには剤が残らない 新しいタイプの粘着テープの必要性を感じ自ら開
発したものが始まりである（ 1925年）。そして初めての大衆市場への進出の足
がかりを作ったスコッチテープが生まれる（ 1930年）。その後の企業進化は技
術シナジーを軸にしてなされていく。要素技術の源は研磨材料，下地，粘着剤
（バインダー），そして塗布に関する技術であり，サンドペーパーの構成要素技
術から派生したこれらの技術を様々な事業のコア技術として応用し更に育てて
いる。例えば磁気テープの開発（ 1947年）では要素技術は金属酸化物の微粉化，
精密塗布であり，基本的にはサンドペーパーからの発展技術である。図 7 に事
業分野の派生の様子を示す I 2 ）。 1940年以降は積極的な多角化戦略を取ること
になる。 1948年には事業部制へ移行し，より自律性の高い組織のもとに多角化
を推進し，更に1964年以降は積極的な企業買収も含めた新事業開拓を行ってい
る。企業買収の中でイタリアのフィルム会社フェラニア（1964年），医家向け
医薬品メーカー（ 1970年）の買収は特に重要であり，その後のテープ，ディス
ク事業，医薬・ヘルスケア事業への足がかりを作った。また1979年にはデータ
伝送ケーブル会社 1980年にはグラフイツクデータのコンピューター処理会社
を買収しコミュニケーション事業に展開を図っている。
現在の 3Mは 7 万人の社員が 5 万種類の製品を売る巨大企業であり，なお且
つ「過去 4 年間に出した商品で売り上げの30% をかせぐ」という目標を掲げる
イノベーション企業である。実際， 1995年には515の新商品を発売している。
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1 日平均1.5個の新商品を発売した勘定になる。
② 3Mの戦略的ゆらぎ
3Mの企業進化は，技術の多様化と技術問シナジーによって生まれた新技術
が，新しいビジネスチャンスをつくっていくプロセスを基軸としていると考え
られる。ソニーとは逆に“多様性”が企業の質的“変遷”を引き起こす形とい
える。
3Mの企業進化における“ゆらぎ”は大きく 3 つの要素からなる。それらは
“顧客の声”， “内部の高度で多様な技術開の相互作用”， “企業買収”であ
る（図 8 ）。
顧客からのニーズ発掘から技術開発し事業展開する流れは“ウェットオアド
ライ”での“ 1 通の手紙”に代表されるように創業以来の基本パターンである。
レアー前会長は販売を「研究や生産担当者のもう一つの目であり耳である」と
言い，担当者が直接，工場などの現場まで、入って一緒に考えることが徹底され
ている。医療関係のセールスマンは，手術室まで、入って医師が他に何を必要と
しているか見てまわったという。実際に 医療用のホチキスともいうべき，サー
ジカルステープラーはそこから得たアイデイアである。
もう一つのゆらぎの因子“企業買収”の場合，その決定の為の判断基準は既
存事業とのシナジズムである。 3Mと買収企業の間でどのようなシナジー効果
が期待できるか徹底的に審査される。また買収相手が小規模であることも重視
される。これは 3Mの組織の文化を変えないためであるという。 3Mは自らの
企業文化を非常に重視する企業である。 1996年にはデータ記録媒体・画像関連
事業部門を新会社イメーション社としてスピンオフ（分離）した。情報・画像
処理関連の事業分野は激しい競争の中で，大きく速い変化をとげている。 3M
のカルチャーではスピードと低コストオペレーションで 他社に対抗できない
と判断したからである。
もう一つの 3Mでのゆらぎ因子は技術間シナジーである。これについては章
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を改めて検討する。
Incubation 型のゆらぎの場合，ゆらぎが無意味に発散することなく， incuｭ
bate された技術は効率的に価値創造に， incubate された新事業は確実に利益
に繋がるように，非常に強い“方向づけのルール”（Directional Rule）を併
せ持つことが重要である D 各事業部に課せられた幾つかのルールがその“方向
づけルール”に相当する。それらは 1 ）税ヲ i き前売り上高利益率を20～25%,
2.）自己資本利益率を20～25%, 3 ）実質売り上げ成長率を10～ 15%, 4 ）過
去 4 年間に出した商品の売上高比率を30% にする という非常に厳しいルール
である。 1 ）と 2 ）は事業収益性の確保， 3 ）は事業成長性の確保が目的であ
るが，ユニークなのは 4 ）である。このルールのために 3Mの各事業部は，常
に新しい技術を欲しがり，その取り込みに躍起になるのである。またこれらルー
ルには規模に関する但し書きがないことも重要である。ユニットを小さくする
とシナジーを起こし易くなること，また規模による足切りを設けると小さなア
イデイアが潰されることを恐れてのことであると考えられる。また 3 年間での
累積赤字が200万ドルを越えた場合には有無を言わさずに撤退の決定が下され
る。
3Mは，売り上げ総額（ 1995年度） 135億ドル（対前年十10.8% ），営業利益
22億ドル（対前年＋ 6 %），営業利益率16.5% と高い水準の成長と収益を確保
している。この高い成長と収益性は， incubation の為の諸制度と方向づけの
ルールの結果として，各事業部が徹底したグローパルニッチ戦略を採用するこ
とからもたらされている。
ソニーのコンカレントエンジニアリング プレジデント直轄プロジェクトの
場合と同様に， 3Mにも「ペーシングプラス」と呼ばれる加速機構がある。
「ペーシングプラス」は現場から上がってきた案件のうち，出来るだけ早く市
場に出す必要がある重要案件とされたものは，経営資源を集中投下し，全社を
挙げての応援により市場導入を早める制度である。ペーシングプラスの認定に
-122 (122) -
より優先的に人，モノ，金が動かせるプロジ、エクトとして短期間に技術・商品
の開発がなされる。
③ 3Mのシナジズムコンシャスな技術戦略と組織・制度
3Mのゆらぎを弱めずに保護・増幅する為の仕組みをみてみよう（表 2 ）。
これらが 2 重， 3 重にゆらぎの減衰を防いでいる。
3Mは1981年以降， 4 セクター制を取り入れて，より大きなくくりの戦略を
立てようとしている。それらは電子情報技術，生命科学，グラフイツクテクノ
ロジー，産業財および消費財の各セクターである。これらが各々さらに数グルー
プに別れ，そのグループに幾つかの事業部が所属する仕組みとなっている。
3Mには 4 層の研究開発システムがある。それらは事業部3研究所，セクター
研究所，中央研究所，そして本社管理部門に属している新事業開発事業部であ
る。事業部研究所では75% を既存商品関連の研究に， 25% を新技術開発に，セ
クター研究所では25% を新製品開発 75% を新技術開発に費やすように指導さ
れている。この推奨比率の為に各事業部，セクターとも新技術の開発育成には
注力せざるを得ない。セクター研究所では，異なる事業部聞の技術融合とその
領域の新しい事業の開発が期待されている。また新事業開発事業部は更に 3M
らしい組織であり 既存事業領域に属さないプロジェクト，スポンサーが見付
からないプロジ、エクトのみを扱う。使命としては 1 ）既存事業以外の事業開発，
2 ）資金援助を受けられないアイデイアに対する資金提供 3 ）過去の失敗し
たアイデイアの保存と定期的な再吟味， 4 ）買収戦略の検討・実施である。こ
の仕組みが3Mでの社内ベンチャーを支えている。
特に技術融合を促進するこつの仕組みについては 3Mにとって特に重要である。
3Mにはテクノロジープラットフォーム（以下， T P ）と呼ばれる基盤技術の
場がある。それらはマイクロ複製技術，フィルム技術，不織布技術，電池技術，
フッ素化技術，複合ポリマー技術，粘着技術などであり 約40の基盤技術が認
定されている。これらのT P は，通常， 30～40年かけて開発してきたものであ
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表 2 3Mの“戦略的ゆらぎ”のインキュベーションシステム
名称 内容
経営 高い対売上げ新製品比率 －過去 4 年間での新製品比率 30%
戦略 －過去 1 年間での新製品比率 10%
企業買収 シナジー効果の検討，小さな相手の規模
組織 成長分割症候群 基本：ユニットを小さく保つ
年間 2 0 0 0 万ドル売り上げを目安とする事業
分割（ 5 0 0 万ドルで事業部内部門化）
新事業開発事業部 －現 3M範囲以外の事業分野開拓
－資金供与をどこからも受けられなかったアイ
ディアの推進
－過去の失敗例の再検討
制度
インセンテイプ制度 基本；報酬より名誉を（ 1 2 の社内賞）
・カールトン賞 ·3Mのノーベル賞（ 2 ～ 3 人／年）
－ゴールデンステップ賞 ・販売での貢献（年間 1 0 0 万ドル超の売上）
－パスファインダー賞 －海外事業所での新製品対象
スポンサーシップ制度 基本：組織の墜を越えたアイディアへの投資
－ジェネシスプログラム ・見放されたアイディアへの資金供与（本社）
デュアルラダ一人事制度 管理職と専門職聞の隔てない名誉と待遇
社内公募制度 アイディアへの賛同者による事業化（組織の壁
を越えた応募，ハンティング可能）
失敗事業でも身分保証 チャレンジ失敗→旧職場へ同待遇で復帰可
メンター制度（若手育成） 社内の経験者による起業マインド育成
研究・ テクニカルプラットフォーム 基幹技術の戦略的な育成、整備と利用
技術 テクニカルフォーラム 全研究員の自主的情報交換の場， 3Mの学会
テーマの新技術開発の比率 事業部 25% ，セクター 75%
15%ルール 就業時閣の 15%は将来の夢への投資可
不文律 第 1 1 番目の戒律 汝，アイディアを殺すなかれ
開発神話と失敗談と英雄 例：ポストイットストーリーや会長の失敗談
ブートレッギング（酒の密造） 会社設備で密かに進める研究
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るが， 5 つはここ 5 ～ 6 年内に発生したT P である。
マイクロ複製技術は30年以上前にOH P用レンズを作る時に確立された基盤技
術群である。微細で精密な形状の処理を表面に施す技術であり，超精密なサン
ドペーパー，道路標識用反射板，液晶ディスプレー輝度向上板などに応用され
ている。この一つのT P での年商は 8 億ドルに達する。また，不織布技術の場
合，電気絶縁用のテープを開発していたチームが失敗の繰り返しの中で発見し
た手法を装飾用のリボンに応用したのが始まりである。その後，社内の様々な
チームが用途開発を競い合った。不織布技術は電気絶縁テープ→装飾用テープ
→ブラジャーのシームレスカップ→外科用マスク→産業用マスク→防塵マスク
→表面処理材→サージカルテープ→ナイロンタワシ→衣料用断熱素材→油吸集
材→空気・液体用フィルターへと利用され， 3Mを支える多くの事業を生み出
した。このように各T P は一つの基本技術（マイクロ複製，不織布など）に別
種の技術を複合することによって 多様な商品を生み出す技術の“場”である。
平均で一つのT P から 1000種以上の商品が世に出ていることになる。そしてこ
れら約40のT P に対応する形で事業部が形成されている。
T P 間の技術融合という更にダイナミックな融合もある。「ジェルリストレ
スト」はパソコンの疲れを軽減するために手首を置く一見シンプルな台だが，
この開発にマイクロ複製技術，不織布技術，フッ素化技術 複合ポリマー技術
などの複数のT P，さらにヘルスケア部門，衛生部門などの複数部門と，いく
つもの組織間，技術開融合により作られた。
T P は研究開発担当上席副社長を委員長とする技術政策計画委員会の中で決
定される。 T P は“製品と利益は事業部のものだが，技術は全社のものである”
という考えに基づく。このプラットフォームは技術融合／商品創造の場である
と同時に，技術派生／分化，更に知の蓄積の場でもある。このプラットフォー
ムでの成果，経験，失敗の例などはデータベースとなり誰でも検索出来る仕組
みになっている。商品の創造のために迅速に技術を動員すると同時に，商品と
は一定の距離を保ちながら商品の発生・消滅に左右されずに技術を育て，次な
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る商品の技術として発展させていく仕組みがT P であるといえる。 3Mには
「技術の自由市場がある」と言われるのはこのような理由による。
このT P を異質問の融合という側面から見ると，社内で発生した異質な技術
を掛け合わせる場といえる。それを可能にする前提条件は 社内で発生する幾
つもの異質技術，またその技術を生み出す異質で多様な技術者群である。この
セクションの冒頭で述べた15%ルール デュアルラダ一人事制度などの産物と
いえる。更にこれら個人の知を融合させる仕組みには 例えば1951年から始っ
た技術交流フォーラムがある。このフォーラムは 3M内学会という性格のもの
で，経営側が運営にタッチしない技術者の自主報告会であり， 15の部会に別れ
て年 1 回開催される。ここには 3M全社から集まった技術者が自分のアイデイ
アと他技術との融合による商品化，技術に対するニーズの可能性を探るのであ
る。
3Mの研究技術の戦略単位がT P であるが NE C にも同様な技術戦略単位
がある。それは基幹技術プログラムである。現在，画像処理技術，パターン認
識技術など36の技術が認定されており，技術の有機的な結合・深化とその事業
化が図られている。
4. まとめと課題
以上，企業進化の面から“戦略的なゆらぎ”の意義と発生の仕組みをみてき
た。代表企業としてソニー， 3Mを取り上げたが これらの企業は解析したよ
うに一社で幾つもの異質なゆらぎを併せ持つ企業である。例えば今回，詳しく
述べなかったが，事業ドメインの再定義，商品ポジショニングの再定義などの
認識上のゆらぎ（多義性）についても共通して見られる。ソニーは飽和・成熟
したA V事業を I Tベースで捉え直すと全くの成長分野となることを証明した
し， 3Mでは，技術革新とは程遠いと思われていた成熟商品に 3M らしい新技
術を吹き込んで大ヒットさせた例がいくつもある。テープ技術と研磨材技術の
融合技術でリサイクルプラスチックボトルの繊維を加工し，スチールタワシに
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億ドル以上の売り上げとなっている。
これらの企業が共通して幾つもの異なるレベルの“戦略的なゆらぎ”を併せ
持つ事実は， “戦略的ゆらぎ”が企業内のどこかの部門や制度の中で単独で機
能しうるものではなく，またある種類のゆらぎだけが単独に機能するものでも
ないことを示唆している。大きさの違う幾つもの歯車がまわって初めて全体が
動くように，各レベルのゆらぎが同時に機能して初めて全社の方向転換，進化
が可能になるのである D
本報告では“戦略的なゆらぎ”が企業進化のカギであることを見てきた。た
びたび触れたように， “ゆらぐ”ことはそれ自体は目的でなく，むしろ短期的
には非効率である場合も多い。そのために様々なトップダウン型の加速機構，
コントロール機構がある（表 3 ）。ソニーの「コンカレントエンジニアリングJ
や「プレジデント直轄プロジ、エクト J, 3Mの「ペーシングプラス J や「事業
化後の厳しい財務基準」などである。 “ゆらぎ”は発生・育成と同時に， “ゆ
らぎのコントロール機構” “強い自律性” “全体戦略” “収益性への貢献の適
正な評価”が同時に働かないと，実際には機能しない。特に難しいのは“収益
性への貢献度の社内的評価”であろう。 “戦略的ゆらぎ”によってもたらされ
表 3 ソニーと 3Mの“戦略的ゆらぎ”を軸とした比較
一一一一一一一 ソニー 3M ゆらぎの主要因子 放送／アミューズメント分野 顧客の声／多様な技術群
とのシナジー
ゆらぎの育成因子 社内提案・公募制など 表V-2 参照
方向付け因子 トップのリーダーシップと 事業化後の財務基準
組織改変 ( 3. ( 2 ）②参照）
加速機構 －コンカレントエンジニアリング べーシシグプラス
－直轄プロジェクト
高収益モデルへの発展 バリューチェーンの構築 グローパルニッチ
課題 バリューチェーン（戦線）の拡大 スピードの獲得
を支援する本体組織の充実13)
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性への貢献度の社内的評価”であろう。 “戦略的ゆらぎ”によってもたらされ
たソニーの“バリューチェーン形成”や， 3Mの“グローバルニッチ戦略の達
成”は，明らかにその企業に高い収益をもたらすビジネスモデルの構築という
点で貢献している。このような長期的な企業進化レベルでの評価はし易いが，
短期レベルでどう合理性を見出して評価するかが大きな課題である。古典的で
はあるがアイデイアから事業化までの各段階に分けて，各ステップごとに評価
してゆくフェーズレビュー 14）などもその一つの解であると思われる。
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